
為替週間展望＝ドル円は１０６～１０７円台を中心とするレンジ相場か

　　　　　　　　　　［５月４日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    4 月 27 日～ 5 月 1 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  107.56   107.64(27)    106.36(29)    107.10   -0.41

ユーロ・ドル  1.0804   1.0972(30)    1.0799(27)    1.0962   +0.0139

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    19,619.35     +357.35     日本10年債利回り  -0.018   +0.038

ダウ平均株価    24,345.72     +570.45     米10年債利回り     0.639   +0.039

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

４日　　豪３月住宅建設許可件数

　　　　中国４月財新製造業購買担当景気指数（ＰＭＩ）

　　　　米３月製造業受注

５日　　豪中銀（ＲＢＡ）政策金利

　　　　スイス４月消費者物価指数

　　　　英４月ＣＩＰＳ非製造業購買担当者景気指数（ＰＭＩ）確報値

　　　　ユーロ圏３月生産者物価指数

　　　　カナダ３月貿易収支

　　　　米３月貿易収支

　　　　米４月ＩＳＭ非製造業景況指数

６日　　ＮＺ第１四半期雇用統計

　　　　豪３月小売売上高

　　　　独３月製造業受注指数

　　　　独４月非製造業購買担当者景気指数（ＰＭＩ）確報値

　　　　ユーロ圏４月非製造業購買担当者景気指数（ＰＭＩ）確報値

　　　　ユーロ圏３月小売売上高指数

　　　　米ＭＢＡ住宅ローン申請件数

　　　　米４月ＡＤＰ雇用統計

７日　　豪３月貿易収支

　　　　中国４月貿易収支

　　　　独３月鉱工業生産指数

　　　　英中銀（ＢＯＥ）政策金利

　　　　米新規失業保険申請件数、米第１四半期非農業部門労働生産性指数

　　　　カナダ４月Ｉｖｅｙ購買部協会指数

８日　　日本３月勤労者世帯家計調査

　　　　スイス４月雇用統計

　　　　独３月貿易収支、独３月経常収支

　　　　米４月雇用統計

　　　　カナダ４月雇用統計

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ドル円は１０７円台を中心とするもみ合いが続いているが、上下に

それほど極端な動きは見込みにくい。１１０円に迫るような力強さには欠けているが、

一方で１０５円に迫るような円高も想定しにくい。こうした中、ドル円は比較的狭いレ

ンジでのもみ合いになるとした。

　　　　

【ＦＯＭＣでは無制限の量的緩和継続を決定】
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　４月２８～２９日に開催された米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）では、無制限の量

的緩和の継続を決めた。政策金利は０．００～０．２５％に据え置いて、ゼロ金利政策

を維持した。声明では「新型ウイルス感染が中期的に大きなリスク」「公衆衛生の危機

が経済活動を重く圧迫している」「経済が軌道に戻るまでゼロ金利を維持する」「必要

なだけ国債やＭＢＳの購入を継続する」としている。

　　

　パウエル議長は記者会見で、「４－６月期の経済活動は前例のない落ち込みなる」と

の見方を示している。また、「経済活動再開は消費を引き上げるが、以前のレベルほど

ではない」「米ＧＤＰは回復しても新型コロナウイルス感染前の水準には戻らない」

「雇用が正常に戻るにはしばらくかかる」「市場はしばらくゼロ金利と見ており、それ

は適切」などと述べた。

　　

　米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）は、３月３日に０．５％の緊急利下げ、３月１５日

に緊急のＦＯＭＣを開催して１．００％の大幅利下げや量的緩和策（ＱＥ）の復活を決

めた。３月２３日にＦＲＢは量的緩和を無制限に行う緊急措置を決定した。

　　

　３月３１日にＦＲＢが外国の中銀へのドル資金供給開始を決定。４月９日には２兆３

０００億ドル（約２５０兆円）の緊急資金供給策を決めた。企業の社債などの買い取り

などを実施して、資金繰りを支援する。これまでに矢継ぎ早に手段を打ち出してきたこ

とで、今後の状況を確認することとなったようだ。

　　

　４月２７日に開催された日銀金融政策決定会合では、新型コロナウイルスの影響を鑑

みて、社債・ＣＰの購入増額、新型コロナウイルス対応金融支援特別オペの拡充、国債

を積極的に買い入れ（年間８０兆円の上限の撤廃）などを決めた。ただ、おおむね市場

の予想通りでサプライズもなかった。その後、４月２９日にかけてドル円は１０６円台

前半まで下落した。

　　

　ドル円は４月３０日のＮＹ市場ではユーロ円の上昇などに追随して１０７円台半ばま

で戻している。４月中旬の１０８円台前半から軟化した後、１０６円台前半で下げ渋っ

ている。ドル円は１０８円台では上値は重そうだが、１０５円を割り込むほどの円高に

もなりにくいとみられる。このため、目先は１０６～１０７円台を中心とするレンジ相

場が見込まれる。ドル円の目先の予想レンジは、１０５．００～１０８．５０円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、４日に米３月製造業受注、５日に米３月

貿易収支、米４月ＩＳＭ非製造業景況指数、６日に米ＭＢＡ住宅ローン申請件数、米４

月ＡＤＰ雇用統計、７日に米新規失業保険申請件数、米第１四半期非農業部門労働生産

性指数、８日に日本３月勤労者世帯家計調査、米４月雇用統計などがある。

　　

【ＥＣＢは量的緩和拡大を見送る】

　４月３０日に開催された欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、一部で期待されていた

マイナス金利の深堀が見送られ、パンデミック緊急購入プログラム（ＰＥＰＰ）の規模

拡大もなかった。ＥＣＢはユーロ圏の金融機関を対象に新しい長期融資制度を立ち上

げ、既存ローンの金利を引き下げると表明している。期間は３年で、金利はマイナス

１％となる。

　ラガルド総裁は記者会見で、「必要に応じて追加措置を講じる用意があると」を表明

している。また、新型コロナウイルスの感染拡大による景気悪化により、今年のユーロ

圏の経済成長率がマイナス５～マイナス１２％になる可能性があると述べている。

　　

　ユーロドルは４月２４日に１．０７台前半まで下げた後は戻り歩調にある。欧州では

一部の国でロックダウン（都市封鎖）を解除する動きが出始めていることやそれまでの

下げの反動から買いが入りやすくなった。ドイツ、オーストリア、イタリアなどで正常

化に向けて徐々に動き始めており、これが経済活動再開への期待感につながっており、

ユーロドルの底堅い動きの一因となっている。ＥＣＢが量的緩和策の拡大を見送ったこ

とで、４月３０日にはユーロ買いの動きとなった。

　　

　ユーロドルは１．０７台前半から１．０９台後半まで戻してきたものの、このまま一

本調子での上昇が続くとは想定しにくい。４月中旬には１．１０００ドル目前で上値を



抑えられて下げに転じており、今回も１．１０００前後で上げ一服となり、下げに転じ

やすいとみられる。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．０６５０～１．１０５０ド

ル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、４日に豪３月住宅建設許可件数、中国４月

財新製造業購買担当景気指数（ＰＭＩ）、５日に豪中銀（ＲＢＡ）政策金利、スイス４

月消費者物価指数、英４月ＣＩＰＳ非製造業購買担当者景気指数（ＰＭＩ）確報値、

ユーロ圏３月生産者物価指数、カナダ３月貿易収支、６日にＮＺ第１四半期雇用統計、

豪３月小売売上高、独３月製造業受注指数、独４月非製造業購買担当者景気指数（ＰＭ

Ｉ）確報値、ユーロ圏４月非製造業購買担当者景気指数（ＰＭＩ）確報値、ユーロ圏３

月小売売上高指数、７日に豪３月貿易収支、中国４月貿易収支、独３月鉱工業生産指

数、英中銀（ＢＯＥ）政策金利、カナダ４月ＩＶＥＹ購買部協会指数、８日にスイス４

月雇用統計、独３月貿易収支、独３月経常収支、カナダ４月雇用統計などがある。
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